
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンクリート基礎上に構築した木造骨組み体を有する木造建造物において、
　上記木造骨組み体が上記コンクリート基礎上に固定された土台、該土台上に固定されて
上下方向に延びる通し柱又は管柱、及び該通し柱又は管柱に固定されて水平方向に延びる
胴差又は桁を少なくとも含み、
　上記コンクリート基礎には上記通し柱又は管柱の側面の下端から所定高さまでの部分と
接するコンクリート補強壁面が一体的に形成され、該コンクリート補強壁面には上記通し
柱又は管柱の側面と接する箇所に少なくとも１本のアンカーボルトが埋設され、該少なく
とも１本のアンカーボルトが上記通し柱又は管柱を挿通してナットに螺締されていること
を特徴とする木造建造物の補強構造。
【請求項２】
　上記コンクリート補強壁面が上記コンクリート基礎に連続するように打設されている請
求項１記載の木造建造物の補強構造。
【請求項３】
　複数のうちの少なくとも四隅の上記通し柱又は管柱が上記コンクリート補強壁面に螺締
されている請求項１又は２記載の木造建造物の補強構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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この発明は木造構造物の耐震構造に関し、特に大地震に対しても十分な強度を有する耐震
構造に関する。
【０００２】
【従来の技術】
例えば、熟練した職人の手による在来工法の木造建造物は木造骨組の出来ばえが素晴らし
く、高い強度を示す。しかし、最近は熟練した職人は少なくなり、非常に大きな地震に対
しては木造建造物の強度が十分に確保されていないのが実情である。
【０００３】
これに対し、筋違や補強金具によって木造建造物を補強する方法が種々提案されている（
例えば、特開昭６２ー９９５３８号公報、特開昭６２ー２２５６３８号公報、特開平３ー
２６２８５２号公報、実開平２ー５８５０６号公報、実開平２ー１２３５０２号公報、等
参照）。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、木質系プレハブ住宅は工場で木材を規格寸法に加工し、現場でそれを組立てる
だけであり、寸法は概ね規格化されているので、上記従来の補強方法は比較的採用しやす
いが、在来工法による木造家屋では現場の状況や施主の意向等によって木造骨組の寸法は
様々に変化するので、上記従来の補強方法ではその変化に応じた現場加工ができず、職人
の手による在来工法の木造建造物には採用し難い。
【０００５】
この発明は、かかる問題点に鑑み、木質系プレハブ住宅だけでなく、職人の手による在来
工法の木造建造物にも容易に採用でき、高い耐震性を確実に確保できるようにした木造構
造物の耐震構造を提供することを課題とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
そこで、本発明に係る木造建造物の耐震構造は、コンクリート基礎上に構築した木造骨組
み体を有する木造建造物において、上記木造骨組み体が上記コンクリート基礎上に固定さ
れた土台、該土台上に固定されて上下方向に延びる通し柱又は管柱、及び該通し柱又は管
柱に固定されて水平方向に延びる胴差又は桁を少なくとも含み、上記コンクリート基礎に
は上記通し柱又は管柱の側面の下端から所定高さまでの部分と接するコンクリート補強壁
面が一体的に形成され、該コンクリート補強壁面には上記通し柱又は管柱の側面と接する
箇所に少なくとも１本のアンカーボルトが埋設され、該少なくとも１本のアンカーボルト
が上記通し柱又は管柱を挿通してナットに螺締されていることを特徴とする。
【０００７】
本発明の特徴の１つは上述の金具工法の特徴を利用し、コンクリート基礎に補強壁面を設
け、補強壁面にアンカーボルトを埋設し、補強壁面に通し柱又は管柱を沿わせてアンカー
ボルトを挿通してナットに螺合して締結するようにした点にある。
【０００８】
これにより、二階建て以上の木造建造物の場合には一階の通し柱、平屋の木造建造物の場
合には管柱が補強壁片にアンカーボルトによって強固に固定され、アンカーボルトがいわ
ゆるホールダウン金物としても機能するので、横方向の揺ればかりでなく、上下方向の揺
れに対しても許容し得る大きさ以上に揺れることがなくなる結果、木造建造物が大地震に
よって破損し倒壊するおそれを確実に解消できる。
【０００９】
上述のように通し柱又は管柱を上下方向に強固に固定すると、在来工法では胴差又は桁を
通し柱又は管柱に固定することが難しい場合がある。他方、最近、通し柱に胴差の取付け
金具を取付け、胴差に嵌込み凹部を形成し、クレーンによって胴差を吊り下げて取付け金
具に対して上方から落し込み、金具ピンを差し込んで通し柱と胴差とを固定する、いわゆ
る金具工法が実用化されている。この金具工法では通し柱を上下方向に強固に固定してお
いても胴差を通し柱に固定することが可能であり、本発明の耐震構造ではこの金具工法を
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併用するのが好ましい。
【００１０】
補強壁面はコンクリート基礎に一体的に形成すればよく、例えば埋込みボルトによってコ
ンクリート基礎に締結するようにしてもよいが、作業の簡単さを考慮すると、コンクリー
ト基礎の打設時に同時に形成するようにするのがよい。即ち、補強壁面はコンクリートを
コンクリート基礎と同じ厚さで連続するように打設して形成されているのが好ましい。こ
の補強壁面には必要に応じて鉄筋を配筋しておくことができる。
【００１１】
補強壁面による補強は地震の揺れの方向を考慮すると、木造建造物の四隅、好ましくは各
部屋の四隅の通し柱や管柱について行う、即ち複数のうちの少なくとも四隅の通し柱が補
強壁面に螺締されているのがよい。
【００１２】
上述の耐震構造は木造建造物を新築する場合に適した構造であるが、既設の木造建造物に
ついても高い強度の耐震構造が求められる。本発明の考え方によれば、通し柱の一階部分
又は管柱の基部側を補強壁面によって強固に補強して通し柱の揺れを防止又は抑制できれ
ば耐震性能を大幅にアップすることができる。しかし、既設の木造建造物の場合には通し
柱又は管柱の基部側を強固に補強することが難しく、胴差や管柱の横揺れも防止できるよ
うに、通し柱又は管柱の揺れを防止し又は抑制することが必要である。
【００１３】
即ち、本発明に係る木造建造物の耐震構造は、コンクリート基礎上に構築した木造骨組み
体を有する既設の木造建造物において、上記木造骨組み体が上記コンクリート基礎上に固
定された土台、該土台上に固定されて上下方向に延びる通し柱又は管柱、及び該通し柱又
は管柱に固定されて水平方向に延びる胴差又は桁を少なくとも含み、上記コンクリート基
礎の通し柱又は管柱の側方の地面には凹所が形成され、該凹所内にはＬ字状の補強鉄骨が
立設されてコンクリートによって固定され、該補強鉄筋は上記通し柱又は管柱の側面に沿
わされて少なくとも上記胴差又は桁の高さまで延び、上記補強鉄筋と通し柱又は管柱とが
少なくとも１本の締結ボルトとナットとによって締結されていることを特徴とする。
【００１４】
補強鉄骨はＬ字状をなしていればよいが、補強鉄骨の基部側に斜めの補強梁を掛け渡して
補強し、補強鉄骨の縦柱部分の揺れを防止するのが好ましい。
【００１５】
また、補強鉄筋の強度アップを図る上で、補強鉄筋をコンクリート基礎に埋設されたアン
カーボルトに螺締するのがよい。
【００１６】
前述のアンカーボルト及び締結ボルトは少なくとも１本設けていればよいが、高い耐震性
能を確保する上で、相互に所定の間隔をあけて２本以上設けるのが好ましい。
【００１７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を図面に示す具体例に基づいて詳細に説明する。図１ないし図４は本発明に
係る木造建造物の耐震構造の好ましい実施形態を示し、これは二階建ての木造住宅に適用
した例である。図において、地面上にはコンクリート基礎１０が打設され、コンクリート
基礎１０上には木造骨組み体２０が構築され、木造骨組み体２０の上に屋根構造体（図示
せず）が造作され、木造骨組み体２０には壁面が構築されるとともに外装工事及び内装工
事が施工されて木造住宅が建築されている。
【００１８】
木造骨組み体２０は土台２１、通し柱２２、管柱、胴差２３、妻梁、棟束、棟木、小屋梁
、軒桁、母屋を継手や仕口等によって木組みして構成されている。なお、土台２１はコン
クリート基礎１０上にアンカーボルトによって固定され、上下方向に延びる通し柱２２は
土台２１に固定され、水平方向に延びる胴差２３は通し柱２２に前述の金具工法によって
固定されている。
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【００１９】
また、コンクリート基礎１０には木造住宅の四隅及び中間に位置する通し柱２２と接する
箇所にコンクリート補強壁面１１がコンクリート基礎１０の同じ幅で連続するようにコン
クリートを打設して所定高さ、例えばコンクリート基礎１０から約２．５ｍの高さに形成
されている。
【００２０】
このコンクリート壁面１１と通し柱２２との間には防湿用の厚手のフェルトが介在され、
コンクリート壁面１１には複数本、図２では２本のアンカーボルト１２が相互に所定の間
隔をあけて水平方向に延びて埋設され、アンカーボルト１２は通し柱２２に挿通されてナ
ットに螺合して締結されている。
【００２１】
２本のアンカーボルト１２は相互の平行度及び水平度を確保するために、図３に示される
ように、コンクリート補強壁面１１を打設して形成するための型枠パネル５０に挿通して
固定しておき、コンクリートの打設硬化後に型枠を外すときに、型枠パネル５０からアン
カーボルト１２を抜くようにするのがよい。
【００２２】
また、一階及び二階の各部屋の天井裏には所定径、例えば８ｍｍ径の鉄筋を用いてＸ字状
に天井筋違３０が配設され、天井筋違３０は胴差２３のコーナー部分にＬ型金具３１を用
いて取付けられている。
【００２３】
ここで、コンクリート基礎１０に用いる砂は海砂ではなく、川砂を用いるのが好ましい。
【００２４】
通し柱２２は２．５ｍの補強壁面１１に２本のアンカーボルト１２によって縫い付け、両
者の間にフェルトを介在させているので、南側の開口を大きくでき、日当たりのよい住宅
ができる。
【００２５】
壁面は竹下地に、荒壁として３年練り置きの土を用い、外側は柱面まて塗り込め、土壁の
上に防水性のある外壁材（商品名：タイベック）を貼って雨水の侵入を止める。荒壁のた
め、柱に貫が通って筋違にもなる。また、湿気の高い日本の風土に合わせ、和室は土壁と
し、洋室は杉板、檜板、桐板を貼る。現在、合板や壁紙に使用されている接着剤や塗装に
起因する化学物質は使用しないのが好ましい。
【００２６】
一階天井及び二階天井に天井筋違３０を設け、しかもＬ型金具３１が胴差２３のコーナー
部分を相互に直角に固定するので、住宅の捩じれが発生せず、これによっても耐震性能を
大幅にアップできる。
【００２７】
一階床下板は相決り加工した杉板を用い、又二階板は杉板の３枚貼りで、縦横貼り合板に
相決り加工したものを用いるのがよい。野地板は杉板挽きの相決り加工したものを用いる
のがよい。
【００２８】
胴差２３及び妻梁には大断面集成材を用い、前述の金具工法によって通し柱２２に固定す
るのがよい。
【００２９】
本件発明者らの研究によれば上述の工法によって造った木造住宅は横揺れの地震ばかりで
なく、縦揺れの地震に対しても極めて強く、半永久的な耐久性が期待できることが分かっ
た。
【００３０】
図５は第２の実施形態を示し、これは既設の木造住宅に適用した例である。図において、
通し柱２２の近傍の地面には凹所４０が掘削され、凹所４０内にはＬ字状の補強鉄骨４３
が立設され、コンクリート基礎１０に埋設された２本のアンカーボルト４５に螺合締結さ
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れ、又補強鉄骨４３の基部側はコンクリート４１の打設によって固定されている。この補
強鉄骨４３にはめっきを施したステンレス鋼が用いられ、基部側には補強梁４４が斜めに
固定されている。
【００３１】
補強鉄骨４３は通し柱２２の側面に沿わされ、胴差２３の横揺れを阻止し得るように胴差
２３の高さまで延び、補強鉄筋４３と通し柱２２とは３本の締結ボルト４２とナットとに
よって締結されている。従って、補強鉄骨４３がいわゆるホールダウン金物として機能し
、横揺れの地震ばかりでなく、縦揺れの地震に対しても強さを発揮する。なお、図中、２
６は木材製の筋違である。
【００３２】
このように通し柱２２の一階部分を補強鉄骨４３に沿わせて固定することによって一階部
分の強度を高め、第一の実施形態の場合と同様に、横揺れの地震及び縦揺れの地震に対す
る強度をアップして既設住宅の耐震性能を大幅に向上させることができることとなる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係る木造建造物の耐震構造の好ましい実施形態を示す概略平面図であ
る。
【図２】　上記実施形態を示す要部側面図である。
【図３】　図２の一部拡大図である。
【図４】　上記実施形態における天井筋違を示す一部平面図である。
【図５】　第２の実施形態を示す要部側面図である。
【符号の説明】
１０　　　コンクリート基礎
１１　　　補強壁面
１２　　　アンカーボルト
２０　　　木造骨組み体
２１　　　土台
２３　　　胴差
３０　　　天井筋違
４０　　　凹所
４２　　　締結ボルト
４３　　　補強鉄筋
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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